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研究成果の概要（和文）：海流予測はウェザールーティングをはじめとした省エネルギー運航に広く利用されて
おり、海流推定の高精度化は省エネ効果を向上させる。既存の海流推定は、衛星観測による海面高度や温度等の
データをもとに海洋動力学モデルを解くことにより行われているが、流速の直接計測ではないことなどの理由で
船舶観測データから得られた黒潮流路と一時的に乖離することがある。本研究ではAIS受信データを用いて現在
の海流を推定する方法を提案した。船舶の運航データをもとに検証したところ、日本沿岸域全体の推定精度は既
存推定手法と同等、特にウェザールーティングが効果的となる黒潮海流流域では推定誤差が既存推定手法より小
さかった。

研究成果の概要（英文）：Ocean current estimation has been widely used for weather routing and 
energy-saving navigation. Increasing accuracy of the estimation makes energy-saving navigation more 
efficient. Ocean current have been estimated by solving ocean dynamic models and by being 
assimilated with the satellite observation data so far. However, there are some differences between 
estimated current data and actual current state which can be seen on site. This study proposes the 
method for current estimation by means of ships’ navigation data collected from coastal AIS 
receivers. In this experimental results, estimation accuracy of the proposed method was the same 
level in comparison with that of existing estimation method in the entire coastal area of Japan. The
 results show that in Kuroshio watershed area which is susceptible to affect weather routing 
navigation due to especially high-speed ocean current, the estimation error was decreased to 79~88% 
of those of existing estimation.

研究分野：船舶海洋工学、数理工学

キーワード： 海流推定　ウェザールーティング　AIS　海事システム
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１．研究開始当初の背景 

筆者はこれまで，NEDO省エネルギー研究

開発「内航船の環境調和型運航計画支援シス

テムの研究開発」（平成 18～20年度，21～22

年度）において内航船のウェザールーティン

グといえる最適運航計画支援システムの研究

開発を行ってきており，実証システムを作成

し民間企業にて内航船社にむけてサービスを

開始した．これは，風・波・海流の予測情報

を利用して個船の運航性能データをもとに最

も省エネになる推奨航路と到着時刻を守る機

関出力を演算して船舶に送信し，操船を行う

一連のシステムである．平成 22年度において

本システムの実証試験を行い，航路計画でお

よそ 4%の燃料消費削減効果を実証した．現在

も，本システムを搭載し最適航路で運航して

いる内航船舶が複数隻存在している． 

ここで，個船の実海域中運航性能は， 

①一般配置図等の船体形状より，ストリッ

プ法などの計算によって風向の関数としての

風圧抵抗係数，波向・波周期の関数としての

波浪抵抗増加係数を求める． 

②理論値と実際との誤差を調整するために，

軸馬力計を船舶に設置，航海計器からのデー

タとともに記録し，風速や波浪予測，対水船

速等と主機出力との関係を回帰分析的な手法

でフィッティングすることで，風波，船速と

主機出力との関係を総合的に求めている（前

述の研究課題および平成２３～２５年度科研

費研究課題において，応募者が手法を開発）． 

以上の手法により，気象予測情報と船舶の

主機出力とから対水船速を推定し，海流予測

とのベクトル計算で対地船速とし，到着地の

推定到着時刻（ETA）を算出している． 

ところが，風波予測，海流予測は陸上の気

象予測に比べて正確性に欠ける．理由は主に，

観測地点が陸上ではアメダスなど整備されて

いるのに比べて海上では観測ブイなどに限ら

れ，現在の気象海象状態を反映することが困

難であるためである．現状の推定手法による

船速推定，ひいては到着時刻の推定は精度が

高くなく，本システムで算出する主機回転数

を提示することによる最適船速計画は乗組員

にあまり信用されていないのが現状である．

中でも，海流予測誤差は船速推定誤差の大き

な要因となっている． 

ところで，船舶の運航中は，周囲の AIS情

報や，その時点まで運航されてきた自船の運

航履歴情報が入手可能である．また，前述の

運航支援システムで運航している他船舶の情

報も同時に得ることができる． 

AIS は船舶の衝突防止のために自船の位置

や船速を周囲に自動的に送信し，また他船の

情報を受信するシステムであり，500GT以上

の船舶には搭載が義務付けられている．その

情報には船位・対地船速のほか，対地進路，

船首方位が記載されている．通常，対地進路

と船首方位は同じ方向を向いているはずであ

るが，これがずれていることで，進路とは直

角の方向に海流が流れていることが推定され

る．進路の異なる AIS 情報を集めることで，

海流ベクトルを推定できる．AIS 情報は容易

に収集できるため，複数の船舶の受信情報を

集めることで広域の海流分布を得られること

が考えられる（応募者によって特許出願済「海

流推定方法及び海流推定システム」特願

2013-184801）． 

このように，運航中の時点で取得でき，船

舶の船速推定に役立つ情報は多く，これらを

利用することで船速推定の精度を高め，到着

時刻を高精度化し，遅着防止のための前倒し

運航を行わなくても乗組員が安心できる環境

を整備することで減速運航を促して燃料消費

量を削減し，地球環境を保護する一助とする． 

 

２．研究の目的 

船舶は予定到着時刻(ETA)の推定が正確で

ないため，約束した到着時刻に遅れないため

に早めに航行して到着港付近で沖待ちをする

ことが日常化している．しかし速い航行は燃

料消費が大きいため，船速の高精度な予測に

よる沖待ち時間の低減が環境負荷低減につな

がる． 

これまで気象海象予測や実海域性能推定の

技術向上がめざましく，応募者もこれらの技

術を取り入れてきたが，船速推定に一定の誤

差が残り，特に海流予測誤差による推定船速

誤差が大きい．そこで，運航中の時点で AIS

や運航支援システムで取得できる他船の航行

状況や自船舶の航行履歴データを用いて集計

することで，船速や到着時刻推定の高度化を

図る． 

 

３．研究の方法 

船社の協力を得て，複数隻の研究対象船舶

に航行データを収集，通信するシステムを搭

載し，航海計器の出力値や AISデータを陸上

に送信する．また，沿岸 AISデータを利用す

る． 

AIS データから船舶のドリフトを求める．

AIS データ 1 件には当該船舶の対地進路・船

速，船首方位が含まれるため，船舶のドリフ

トベクトルのうち 1 成分（進路に対する法線

成分）のみ得られる． 

船舶のドリフトは海流による移動のほか，

風圧力の影響も考えられるが，単純化のため



ここでは海流ベクトルと一致しているものと

見做す． 

進路の異なる AISデータが近傍時空間上の

海域で得られる場合，連立方程式を解くこと

で海流ベクトルを特定することができる．実

際には数多くの AIS データを得られるため，

最尤法などの手法で誤差を最小化するベクト

ルを求め，海流マップを作成する． 

協力船舶の航行データより，対地移動ベク

トルと対水移動ベクトル（対水船速と船首方

位からなる）との差分で船舶のドリフトを求

め，海流計測値とする．AIS で求めた海流マ

ップの精度を確認する． 

 

４．研究成果 

(1) 海流推定の定式化 

ここでは単純化のため，船舶の対水移動ベ

クトルを船首方位と対水船速で定義づけられ，

船舶のドリフト（対地移動ベクトルと対水移

動ベクトルの差）と海流ベクトルは一致して

いるものとする． 

図 1 において，船舶の対水移動ベクトルの

方向を点線 Lで，対地移動ベクトルを ODで

示す．Lは D を通過し，方角を船首方位にと

る直線である．海流ベクトル OP は図で示す

ようなものと推察されるが対水移動ベクトル

PD の大きさ（対水船速）が不明であるため，

点 Pは L上にあるということがわかるのみで

一意に定めることができない．このとき進行

方向の異なる船舶が，同一の海流があると考

えられる時空間的近傍に存在する場合，図 2

のように船位Oを重ねるように描画すること

で，点 P を L1と L2の交点として決定するこ

とができるので，海流ベクトルを一意に定め

ることができる．実際はさらに多くの運航情

報が集まるので，図 3 のようにこれらを重ね

て各Liからの距離を最小化する点Pを求める

ことになる． 

 

 

図 1  AIS 1件による海流推定 

(解が不定) 

 

 

図 2  AIS 2件による海流推定 

(解が特定) 

 

 

図 3  AIS件数が多い場合の海流推定 

(解の誤差を低減) 

 

海流ベクトル OP の算出方法は次のように

なる． 

各 AIS 受信レコード i は対地船速ベクトル

ODi，船首方位θiをもつ．また，船の大きさ

や変針中であるかどうか，現在求めようとし

ている海域の中心座標や時刻からのずれ等で

定義できるデータの重要性を示す重みwiが与

えられる． 

点Pは各Liからの距離の重みつき二乗和を

最小化する．対地船速を SOG，対地進路を

COG とし，点 Diの座標は次の式で定義され

る． 
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直線 Liは点 Diを含み船首方位を向く． 
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海流 OP に対する観測値 Li の観測誤差εi

が正規分布と仮定すると，その確率 p (Li|P )

は次のようになる． 
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1/(2σi2)を各 AIS受信レコードの重み wiと

読み替えたとき，尤度 Lを最大化する点 Pは 
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が得られ，海流が一意に定まる．  

 

(2) 海流の推定 

海流推定の元となる AISデータとして（株）

東洋信号通信社 全国沿岸 AIS データを用い

て推定を行った． 

前章における重み wiとして，海流を推定し

たい注目点の座標（緯度 Lat・経度 Lon）・日

時 T に対して，取得した AIS レコードの船

位・時刻（Lati,・Loni・Ti）が一定角度・一

定時間の相違ごとに半減するよう指数的に低

減することとし，さらに計算量削減のため重

みが一定値以下のレコードは算入しないよう

設定した．すなわち， 
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とした． 

計算の元となる AISレコード件数が少ない

場合や，各 AISレコードの船首方位線 Liが互

いに平行・逆平行に近い場合には，点 P の移

動に対する f (P )の感度が低いため推定結果

が不安定になりやすいという性質がある．こ

のような場合は，(10)式における行列式 
2

BACDet                  (14) 

が小さいという特徴があるので，この値に閾

値 DetTHを設けてこれを下回る海域の推定結

果は使用しないこととした． 

比較対象としては，海潮流予測システム

JCOPE-T により人工衛星観測データ等をも

とに推定された同時刻の表層流の推定値を使

用した．以下，既存手法の推定と呼ぶ．2014

年 7月 2日 0～24時 UTCの沿岸 AISデータ

を使用して同日 12時UTCの日本沿岸の海流

を推定した結果を図 4 に示す．図に重畳して

描画した黒線は海上保安庁海洋情報部による

黒潮流軸数値情報をもとに作成した黒潮流軸

位置である．既存手法による同時刻の海流推

定値を図 5 に示す．既存手法による海流推定

は解像度が細かく流路がはっきりと表示され

ているが，その流路は海洋速報と一部乖離が

みられる．今回の例では，既存手法の推定で

は黒潮の流軸が日向灘（宮崎県沖）や相模灘

（伊豆半島東岸）に深く入り込むように推定

されているが，海上保安庁による流軸情報で

はそのようになっていない．AIS 海流推定で

はこの部分は流軸情報に沿った結果を示して

おり，現実の状況を表しているものとして参

考にできることを示唆している． 



 

図 4  AISによる海流推定 

 

図 5 既存手法による海流推定 

 

(3) 船舶計測値による検証 

2015年1年間について船舶で計測した海流

流速（北方向，東方向）を基準とし，沿岸 AIS

データに基づく海流推定と既存推定を比較し

考察する． 

検証用計測値としては，環境省からの受託

「航海・配船計画支援システム導入による船

舶からの CO2 排出削減実証事業」（略称：エ

コシッピング・プロジェクト）において船載

機を設置した船舶も含めた内航船舶のうち，

対水船速をはじめ計測値が安定的に取得され

ている 26 隻の航海モニタリングデータをも

とに，10 分毎の対地方位・船速，船首方位，

対水船速平均値からドリフトベクトルを演算

して海流計測値とみなした．なお，これにつ

いても加減速中を含む著しい減速中，転回前

後はドリフトベクトルと海流ベクトルが一致

していない可能性があるため，船速 8kt 以下

または 10 分前・10 分後のレコードに対して

5 度以上の進路変化があるレコードを除外し

ている．また，ドリフトベクトルの大きさが

3kt を超える場合は対水船速計の動作異常で

ある可能性があるためこれを除外した．検証

船舶の航跡を図 6に示す． 

AIS に基づく海流推定は，各日 15 時 UTC

の海流を推定した．AIS データは各計測時刻

に対して前後 24 時間ずつ計 48 時間の沿岸

AIS データを使用し，検証用計測を行った前

述の船舶から発信された AISレコードは除外

した．海流分布推定のための空間分解能を

0.1deg と し ， 推 定 パ ラ メ ー タ は

Lat1/2=0.05deg, Lon1/2=0.1deg, T1/2=12時間，

DetTH = 100 とした．船舶の計測点（座標，

時刻）に対する推定値の導出は時空間内挿と

し，推定海流ベクトルの大きさが 3kt を超え

る場合は AISレコードを発信する船の計器不

具合等により推定に失敗している可能性があ

るためこれを除外した．検証に使用する船，

他船の出力と著しく異なり異常が疑われる船

舶からの AISレコードは除外した． 

既存手法による推定に関しては時空間分解

能 1/36deg，1時間のものを用い，直近の推定

による推定値に対する最近傍セルの値を取得

した． 

AIS 推定，既存手法の推定による推定海流

ベクトルをそれぞれ南北方向，東西方向に成

分分離し，船舶による計測値と比較した際の

RMSE（Root Mean Square Error）値を表 1

に示す．表中，黒潮海域としているものは図

6 において枠線で囲った海域に限定したもの

である． 黒潮航路は内航船ウェザールーティ

ングによる燃料消費削減効果が特に大きく航

行隻数も多いため, 正確な黒潮状態を把握す

ることは地球温暖化対策に極めて重要であ

る. 

 

 

図 6  船舶によるドリフト計測位置（青）と

黒潮流域の定義（赤） 

 



表1 船舶ドリフトを正としたAIS推定海流と

既存海流推定との誤差比較（RMSE, knots） 

 

沿岸全域 黒潮流域 

南北 

成分 

東西 

成分 

南北 

成分 

東西 

成分 

AIS 海流 0.65 0.65 0.54 0.74 

既存推定 0.63 0.69 0.62 0.94 

AIS/既存 104% 95% 88% 79% 

（注）船舶の計測毎の誤差の RMSE を示す 

 

表 1 の結果によると，沿岸海域全体におい

ては AISによる推定は既存手法と比べほぼ遜

色のない推定誤差に収まっている．一方で，

黒潮海域に限定すれば，AIS 推定は既存手法

と比べ誤差が小さく，現状に近い海流推定が

できていることを示している． 

 

(4) まとめ 

本研究では，船舶の運航情報を利用した海

流推定を行うため，AIS で取得できる船舶運

航情報から海流を推定する手法を提案し，日

本沿岸海流に適用して推定を行い，人工衛星

観測等を使用した既存の推定手法による推定

海流と比較検証を行ったところ，以下の知見

を得た．なお，３．で述べたとおり，船舶の

ドリフトは海流による移動のほか，風圧力の

影響も考えられるが，単純化のためここでは

海流ベクトルと一致しているものと見做して

いることに注意すべきである． 

① AIS 情報の取得できる日本沿岸海域で

推定海流が取得され, 海岸から遠方では取得

できなかった. 値が取得された海域はほとん

どの沿海航行区域を覆うものである．また，

速度が大と推定された流域が黒潮流軸観測情

報にほぼ沿っており，既存推定で流路を外し

ている海域でもほぼ一致して推定できている

ことが確認された． 

② 年間を通した船舶計測値による精度検

証を行ったところ，沿岸全域では既存手法と

同程度の誤差となったが，内航船ウェザール

ーティングにとって重要な黒潮流域に限定す

ると既存手法に対し誤差が小さく，推定精度

が既存手法に比べて優れていることが確認さ

れた． 

今後は平成 29～31 年度科研費「AIS を利用

した内航船ウェザールーティングのための高

精度な沿岸海流推定」にて推定の高度化を目

指す．ここでは，海流と船舶ドリフトの乖離

の主因と考えられる風圧力の影響の除去，既

存海流推定とのデータ同化による高精度かつ

抜けのない海流マップの作成等を行う予定で

ある． 
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